
『金融と金融商品の基礎知識』

金融リテラシー・ベーシック・セミナー



2

「お 金 の 寺 子 屋」



Ｉｎｄｅｘ

１．金融商品と市場規模

２．金融とは

３．金融機関の分類

４．金融取引に関する注意事項

５．債券の基礎知識

６．株式の基礎知識

７．投資信託の基礎知識



１．金融商品と市場規模



金融商品



金融商品などの市場規模

日本銀行資金循環統計



家計の保有する金融商品

日本銀行資金循環統計



金融市場は実体経済の規模をはるかに上回る
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日本はその傾向がさらに顕著
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２．金融とは



金融とは



金融取引と金融商品



資金の調達方法

(債券＝借用証書)

(株式＝出資の持分)



負債契約と持分契約



間接金融は銀行が主役 直接金融は証券市場が主役



３．金融機関の分類



金融機関の種類 （１）



金融機関の種類 （２）



金融機関の種類 （３）



銀行の業務



信託銀行の業務



信託のしくみ



証券会社の業務



４．金融取引に関する注意事項



金融取引に関する基本的姿勢
１．金融商品の契約・取引を行う前に、情報の入手先や取引の相手方が信頼できる

業者であるかどうかを確認する

２．金融商品の契約・取引を行う際には、契約内容や契約に伴う責任を確認し、

理解できない契約・取引は締結しない

３．契約・取引締結後も金融商品を巡る状況を定期的に確認する

４．インターネット取引では、情報搾取、不正アクセス、誤発注、障害など、対面取引

の場合とは異なる様々な危険が伴うことを理解する

５．インターネット取引におけるトラブル予防の仕方を理解し、実行する

６．困った時の相談窓口を知る

・消費者ホットライン １８８

・金融庁利用者相談室 ０５７０－０１６８１２



販売勧誘の行為規制 （金融商品取引法）

顧客の知識・経験・財産の状況等に照らして不適当な勧誘を行ってはいけない



顧客本位の業務運営

利益相反の可能性がある場合は、当該利益相反を適切に管理すべき



もし、金融機関とトラブルになったら （金融ＡＤＲ）

○金融ＡＤＲ（Ａｌｔｅｒｎａｔｉｖｅ Ｄｉｓｐｕｔｅ Ｒｅｓｏｌｕｔｉｏｎ）
金融機関と利用者のトラブルを、業界ごとに設立された金融ＡＤＲ機関において、
中立公正な専門家が和解案を提示するなどして、裁判以外の方法で解決を図る制度です。



もし、金融機関が破綻したら （預金保険制度など）



５．債券の基礎知識



債券とは （１）



債券とは （２） 負債契約で、売買が可能



債券とは （３） 資金調達者のＢ／Ｓの負債に計上



債券の種別と残存額 （２０１９年３月末現在／日証協/単位：億円）

債券の市場規模は約1,170兆円

債券の決済・保管

国債は日銀、その他の国内債は保管振替機構、
ユーロ円債はユーロクリア（ブリュッセル）
またはクリアストリーム（ルクセンブルグ）



６．株式の基礎知識



株式とは （１）



株式とは （２） 持分契約で、売買が可能



株式とは （３） 資金調達者のＢ/Ｓの純資産に計上



東証時価総額 （２０１９年３月末／ＪＰＸ／単位：億円）

上場株式市場規模は約６２０兆円（ピーク時７００兆円】
上場株式の決済・保管は
証券保管振替機構



発行会社のディスクロージャー （１）



発行会社のディスクロージャー （２）



７．投資信託の基礎知識



投資信託とは



小口資金をファンドとしてまとめて運用



様々な資産への分散投資が可能

＊集団投資スキーム：他者から金銭の出資を受け、それを用いて投資事業を行い、生じる利益を分配する仕組み。商品ファンド、不動産ファンド、事業型ファンドなどがある。



純資産額 （２０１９年３月末／投資信託協会／単位：億円）

適格機関投資家
または

５０名未満の
投資家に販売

投資信託の純資産は２１７兆円 投資信託の決済・保管は証券保管振替機構



目論見書 （投信を買う前に）



運用報告書 （投信を保有中に）



株式会社コンシリウスは

Well-being の実現を支援する

教育・情報サービス企業です。

会社概要

＜社名＞
株式会社コンシリウス ＣＯＮＳＩＬＩＵＳ Ｃｏ., Ltd

＜本社所在地＞
〒951-8053 新潟市中央区川端町3丁目15番地1
ＴＥＬ 025-367-3490
email  welcome@consilius2017.com
website  www.consilius2017.com

＜代表者＞
秋山 光

＜資本金＞
200万円

＜事業の内容＞
金融経済及び資産運用に係る教育事業
セミナー等の企画運営に係る業務
企業年金、個人年金に係るコンサルティング
金融機関の年金業務、証券業務に係るコンサルティング
ファイナンシャルプランニング業務
出版物、映像物の企画制作及び販売
インターネットなどによる各種情報サービス

＊当社は保険や金融商品の販売・仲介は行っていません。
また金融商品取引法に定める投資助言・代理業を行っていません。
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補 足 資 料



投資信託の純資産額

投資信託協会 投資信託の主要統計



各国の投資信託残高

2019年3月 データ：国際投資信託協会



運用会社の純資産額 （国内）

投資信託協会 ２０１９年３月末



運用会社の純資産額 （海外）

Willis Towers Watson  pensions&investments 2016＊原データを１ドル＝１１０円で円換算



種類別の投資信託残高

2019年3月 データ：国際投資信託協会


